






















ングケースとされる府中青年の家事件 (東京高判平9. 9. 16・判タ986号206
頁
(４)
) のほか, 公刊されている判例集に登載されている裁判例は, 数えるほ
論
説
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(１) LGBT とは, レズビアン (女性同性愛者), ゲイ (男性同性愛者), バ






(３) 性自認とは, 自分の性をどのように認識しているのか, どのような性
のアイデンティティ (性同一性) を自分の感覚として持っているかを示す
概念である｡





(東京地裁平14. 6. 20決定・労判830号13頁) があるくらいで, 他には見受
けられない｡
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(４) 東京都教育委員会が, 同性愛者の団体である動くゲイとレズビアンの
会 (アカー) の宿泊利用を拒否したことについて, アカーがこの都教委決
定を不服として東京都を提訴した事件｡ 東京高裁は, この決定が, 同性愛
者の利用権を不当に制限し, 不当な差別的取扱いをしたものとして, これ
を違法とした｡
(５) 名古屋市総務局総合調整部男女平等参画推進室 ｢性的少数者 (セクシュ
アル・マイノリティ) など性別にかかわる市民意識調査｣ (2018年)
は, 同性愛・両性愛・トランスジェンダーのほか自己の性別について ｢決










わらず, その存在は, ほとんど認識されていない｡ 2015年に広島修道大
学の河口和也教授らによって行われた調査
(８)
では, 職場の同僚 (現在, 過去
問わず), 近しい友人, 親戚や家族に同性愛者がいると回答したのは, 全
体のわずか5.3％であり, トランスジェンダー (この調査では, ｢性別を変
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(６) 三重県男女共同参画センター ｢多様な性と生活についてのアンケート
調査｣ (2017年)
(７) 電通ダイバーシティ・ラボ ｢LGBT 調査2018｣ (2018年)
(８) 河口和也, 釜野かおり, 石田仁, 風間孝, 吉仲崇 ｢性的マイノリティ
についての意識2015年全国調査｣ (2015年)
(９) アメリカの Gallop 社が2013年に行った調査によると, 全回答者の75
％が, 友人, 親戚, 同僚からゲイ又はレズビアンであると告げられたこと









その背景には, LGBT に対する社会の無知や偏見に加え, ｢男らしさ｣
｢女らしさ｣ という性別規範, さらには日本社会における強い同調圧力が
あるものと思われる｡ そのため, 性的マイノリティ当事者には, 自らの性
的指向, 性自認を明らかにすることにより, 社会から排除されるのではな
いかという強い恐怖感がある｡ 例えば, 前述の河口教授らの調査によれば,
職場の同僚が同性愛者だった場合の反応について, 14.9％が ｢嫌だ｣, 26.9
％が ｢どちらかといえば嫌だ｣ と回答しており, トランスジェンダーの場








存在は不可視化, つまり ｢いないもの｣ とされ, 同時に差別も存在しない
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だから, 絶対ホモ｣ と噂された (ゲイ), 面接時に学生時代に男性とルー
ムシェアをしていたと話したら, 役員から気持ち悪いと言われた (ゲイ),
同性の友人と仲が良いことについて, 飲み会で ｢そっちの趣味もあるの
か｣ と笑いものにされた (ゲイ), ｢レズビアンは女が好きなんだろう｣
と言われ, 同僚の社員から男性向けポルノ雑誌を無理やり見せられた
(レズビアン), 上司から, ｢気持ち悪いな, もっと男っぽくしろ｣ と怒
鳴られた (バイセクシュアル), 職場に女性の格好で出勤したら, ｢オカ
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(11) 特定非営利活動法人虹色ダイバーシティ, 国際基督教大学ジェンダー










































































い｣ と撤回された, という事例のように, トランスジェンダーであるこ








法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 483(483)


























代表的な事例は, Ｓ社 (性同一性障害者解雇) 事件 (東京地裁平14. 6.
















































厚生労働省は, 2014年に, 男女雇用機会均等法のいわゆる ｢セクハ
ラ指針
(17)
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(18) ｢人事院規則1010 (セクシュアル・ハラスメントの防止等) の運用に
ついて｣ (平成10年11月13日職福―442)
(19) SOGI とは, 性的指向 (sexual orientation) 及び性自認 (gender iden-











































用 (employment at will)｣ と呼ばれるルールがある｡ これは, 雇用
はひとえに使用者の裁量で, あるいはその意のままに行われるとい
う意味であり, 使用者は, 理由の如何にかかわらず, あるいは何の
理由もなくても, 労働者を雇用し解雇することができる｡
もっとも近年, 労働者の権利意識の高まりとともに, この ｢随意
的雇用｣ の概念は変容し, 使用者の裁量は制限されつつある｡ 立法
による制限は, 連邦法による場合と州法による場合があり, 前者の
代表例が, 後述の1964年公民権法第７編 (Title VII) である｡ これ
は, 人種, 皮膚の色, 宗教, 性, または出身国を理由とした雇用差
別を禁止するものである｡ その他に, 年齢, 障害, 遺伝情報による
雇用差別を禁止する連邦法がそれぞれ存在する｡
イ 雇用反差別法 (ENDA)
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(20) Obergefell v. Hodges, 576 U.S. (2015)
初は性的指向に基づく雇用差別のみ, 後に性自認に基づく雇用差別




ウ 1964年公民権法第７編 (Title VII)
性的指向や性自認に基づく雇用差別を直接禁止する連邦法が存在
しないことから, 後述のように, 性 (sex) を理由とした雇用差別
を禁止する Title VII を, 性的指向や性自認に基づく雇用差別にも
適用できないかが訴訟において争われてきた｡ ここで, Title VII
について, その規定内容を概観しておく｡
 Title VII の703条は, 使用者の次のような差別行為を禁止し
ている｡
ａ 人種, 皮膚の色, 宗教, 性, または出身国を理由として, 個
人を雇用せず, あるいは雇用を拒否し, もしくは個人を解雇す
ること, または, その他の形で, 雇用における報酬, 条件, 権
利について, 個人を差別すること｡
ｂ 人種, 皮膚の色, 宗教, 性, または出身国を理由として, 個
人の雇用機会を奪ったり, その他被用者としての地位に不利な
影響を与えるような方法で, 被用者または求職者を, 制限, 隔
離または分類すること｡
 Title VII 違反に対する救済手続としては, まず雇用機会均等
委員会 (EEOC) に申立てをし, EEOC が調査と調整を行い, そ
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州によっては, 州法によって, 性的指向のみ, または性的指向及び
性自認による雇用差別を禁止している｡
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(21) ニューヨーク州では, 2019年１月に, The Gender Expression Non-
Discrimination Act (GENDA) が制定され, 性自認に基づく差別も明示的
に禁止されることになった｡




Title VII を, 性的指向や性自認に基づく雇用差別にも適用できないか
が訴訟において争われてきた｡
以下, この点についての裁判例の推移を見ていくことにする｡
① Title VII による保護の否定
当初裁判所は, Title VII における性 (sex) に, 性的指向や性自認
を含めて解釈すべきとする主張について, ほとんど統一的に排除して
きた｡






する差別も Title VII が禁止する性差別にあたると主張した｡ しかし
裁判所は, 立法者の意思
(24)




② Gender Stereotype 理論の登場
ところが, 1991年, Price Waterhouse 対 Hopkins 事件
(25)
の判決にお
いて, 性の固定観念 (sex stereotypes) による差別も Title VII の性
論
説
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(23) Ulane v. Eastern Airlines, Inc. 742 F.2d 1081, 1083 (Fn.3)(1984)









は高く評価されたものの, 審査委員から, ｢攻撃的｣ ｢マッチョ｣ ｢チャー
ムスクール (女性に美容・エチケット・マナーなどを教える学校) に
行ったほうがよい｣ などのコメントがあり, さらにあるパートナーが,
彼女に, 昇格したければ, もっと女性らしい歩き方, 話し方, 服装を







念 (sex stereotypes) により生じる男女の異なった取り扱いの全体の







VII の禁止する性差別にあたると判断したのである (以下, 本稿では
これを ｢Gender Stereotype 理論｣ と呼ぶことにする｡)｡
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た原告が, 市や上司の対応は Title VII が禁止する性差別にあたると
して提訴したという事案である｡
この事案において, 裁判所は, Price Waterhouse 判決を引用し,
原告に対する, トランスジェンダーであるがゆえに, そのジェンダー
に一致する行動をとれないことによる差別は, Price Waterhouse 事
件の原告に対する, 女性らしく振る舞わなかったことによる差別と何
ら異なるところはないとして, Title VII の禁止する性差別にあたる
とした｡
このように, 少なくとも性自認による差別の事案については, 連邦




④ Gender Stereotype 理論の限界
Price Waterhouse 判決により, 性の固定観念による差別も Title VII
論
説
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(26) Oncale v. Sundowner Offshore Services, Inc., 523 U.S. 75 (1998)
(27) Smith v. City of Salem, Ohio, 378 F.3d 566 (6th Circuit 2004)
(28) Schwenk v. Hartford, 204 F.3d 1187 (9th Cir. 2000), Barnes v. City of Cin-
cinnati, 401 F.3d 729 (6th Cir. 2005), Glenn v. Brumby, 663 F.3d 1312 (11th
Cir. 2011) など｡
の禁止する性差別にあたるとの判断がなされた後も, 性的指向や性自
認そのものが, Title VII にいう ｢性｣ にあたるという解釈がなされ
るようになったわけではなく, 性的マイノリティという地位のみに基
づく差別は, Title VII でいう性差別にはあたらないというのが, 連
邦裁判所の一貫した態度であった｡
すなわち, Title VII 違反の主張をするためには, 単に原告がその
性的指向や性自認ゆえに差別されたことを主張するだけでは足りず,












⑤ Gender Stereotype 理論の新たな展開
ところが, 2015年６月に Obergefell 判決が出されると, Title VII
の解釈問題にも, その影響が見られるようになった｡ まず EEOC が,
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(29) 転じて自動実行するという意味にも使われ, Title VII を性的指向の保
護に安易に転用することを批判する表現であると思われる｡
(30) Dawson v. Bumble & Bumble, 398 F.3d 211,218 (2nd Cur. 2005), Vickers
v. Fairfield Med. Ctr., 453 F.3d 757, 763 (6th Cir. 2006), Biddy v. Phila. Coca
Cola Bottling Co., 260 F.3d 257, 264 (3rd Cir. 2001) など｡
(31) Baldwin v. Foxx, EEOC Appeal No. 0120133080, 2015 WL 4397641 ( July
16, 2015)
政決定であって, 裁判所を拘束するものではないが, 連邦控訴裁判所
も, EEOC の判断枠組みに従って, これを認める判決を相次いで出
すに至った｡







由に解雇になったものとして, これが, Title VII が禁じる性差別に
あたるとして提訴した｡
これに対して, 第２巡回区控訴裁判所は, 2018年２月, 下記ア～
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(32) Zarda v. Altitude Express, Inc., No. 153775 (2nd Cir. 2018)
性に関する関係者差別にあたるはずであり, 性的指向に関する関係
者差別もまた禁止されるべきである｡




による差別も Title VII により禁止されるとの判断を行っている｡





対 Altitude Express 事件については, 連邦最高裁に上告されているこ




前述のように, アメリカにおいては, 多くの州で, 性的指向や性自認
に基づく雇用差別を禁止する州法が存在する｡ また, そのような州法が
存在しない州についても, 性を理由とした雇用差別を禁止する連邦法で
ある Title VII を, 性的指向や性自認に基づく雇用差別にも適用する方
向で, 裁判例が積み重ねられてきた｡
Title VII により禁止される行為の内容は明確であり, 性別などを理
由として, ｢個人を雇用せず, あるいは雇用を拒否し, もしくは個人を
解雇すること, または, その他の形で, 雇用における報酬, 条件, 権利
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(33) Kimberly Hively v. Ivy Tech Community College, 853 F.3d 339 (7th Cir.
2017)
(34) Gerald Lynn Bostock v. Clayton County, No. 1713801 (11th Cir. 2018)
その他被用者としての地位に不利な影響を与えるような方法で, 被用者
または求職者を, 制限, 隔離または分類すること｣ である｡
また, 性的指向や性自認による差別を, 性差別の一形態と捉え, さら
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ティが職場にいることさえほとんど認識されていない｡ 認識されていな




｢いない｣ のではなく, ｢見えない｣ だけである｡
そして, 性的マイノリティの生きづらさは, 性的マイノリティである
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(35) ダイバーシティ＆インクルージョンとは, 人材のダイバーシティ (多
様性) をお互いにインクルージョン (包摂) することが持続的成長の原動
力であり, 性別, 年齢, 国籍, 人種, 民族, 宗教, 社会的地位, 障がいの
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The realities and legal responses of
employment discrimination against sexual minorities
Takeharu Kato
This paper will shed light on the realities of social discrimination faced by
sexual minorities (also collectively known as LGBT) with a focus on em-
ployment discrimination and examine the legal responses while presenting
examples from the United States where there are many judicial precedents.
According to various surveys, several percent of the population in Japan
are sexual minorities. It would not be an exaggeration to say that people who
identify as a sexual minority exist in every school or workplace. Never-
theless, compared to their counterparts in the United States, their existence
is hardly recognized. One of the reasons for that is that few people come out
as a sexual minority at their workplace or school, etc. Japan is different from
Western countries in the point that there is less discrimination based on re-
ligion but ignorance and prejudice against sexual minorities, strong gender
norms, and a culture that encourages conformity and peer pressure have led
to the exclusion of sexual minorities. For this reason, sexual minorities hesi-
tate to come out due to their fear of discrimination and many prefer to hide
this aspect of their identities.
Some examples of employment discrimination against sexual minorities
include discriminatory words or actions, harassment, revealing the sexual
orientation or gender identity of a person to others without their consent
(“outing”), unfair treatment to people of sexual minorities such as dismiss-
als from work, demotions, and relocations solely due to the fact that they are
sexual minorities, as well as restricting the fashion choices or use of chang-
ing rooms and toilets of the respective gender identified by transgender per-
sons.
Based on existing laws and legislations, these problems are addressed
under the principle of abuse of rights, tort liability, and liability for breach of
contract, and through circular notices and administrative guidelines. How-
論説
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ever, as there is no consensus in society about the exact definition of dis-
crimination on the basis of sexual orientation and gender identity, there is a
risk that judicial decisions are made based solely on the discretion of the
judge. Furthermore, it is difficult for sexual minorities to get judicial remedy
in Japan where ignorance and prejudice against sexual minorities are so
deeply rooted so there is also the problem of difficulty in obtaining remedy
in the case of an act of discrimination.
In the United States, some states have legislations that prohibit employ-
ment discrimination based on sexual orientation and gender identity. In other
states, it has been contested in litigation whether Title VII, a federal law pro-
hibiting employment discrimination on the basis of sex, can be applied to em-
ployment discrimination on the basis of sexual orientation or gender identity
because there are no federal laws that expressly prohibit discrimination
based on sexual orientation and gender identity.
In court, protection based on Title VII for employment discrimination
based on sexual orientation or gender identity was denied in the beginning
but at the trial of Price Waterhouse in 1991, it was judged that the discrimi-
nation on the basis of sex stereotyping was also included under Title VII, and
after that, discrimination based on gender identity was considered to be pro-
tected under Title VII because such discrimination was recognized as dis-
crimination based on sex stereotyping (Gender Stereotype Theory). Even
so, many courts were passive in applying the Gender Stereotype Theory in
cases of discrimination based on sexual orientation. In 2015 after the
Obergefell trial on same-sex marriage, there were visibly more cases where
judges actively applied the theory. Currently, they are still awaiting the judg-
ment of the Supreme Court on this point.
In Japan, it is necessary to clarify the actions and situations that constitute
employment discrimination on the basis of sexual orientation and gender
identity. For that to happen, it is necessary to enact an Anti-discriminatory
Law on the basis of sexual orientation and gender identity.
Lastly, society should collectively recognize that sexual orientation and
gender identity is an issue concerning how all humans conceptualize sex and
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as human beings. To accomplish this goal, it is necessary to promote social
initiatives such as the diversity and inclusion initiatives organized by some
companies in the private sector.
Structure of this report
1 Introduction
2 Structure of discrimination against sexual minorities
3 Examples of employment discrimination against sexual minorities
 Discriminatory words and actions and harassment
 Outing
 Unfair treatment based on the fact that the person is a sexual minority
 Problem of fashion choices, changing rooms, and toilets for trans-
gender persons
4 Existing laws and legislations tackling employment discrimination
against sexual minorities
 Addressing the problem through the principle of abuse of rights, tort
liability, and liability for breach of contract
 Addressing the problem through circular notices and administrative
guidelines
 Problems with the current law and legislations
5 How the United States handle employment discrimination against sex-
ual minorities
 Current situation of employment discrimination in the United States
 Remedy through legislation
 Remedy through the judiciary
6 Necessity for appropriate legislative responses and social initiatives
 Necessity for an Anti-discriminatory Law on the basis of sexual orien-
tation and gender identity
 Necessity for social initiatives
